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第１章 概  要  
 
１. １ 大気環境の常時監視の目的 

  

大気汚染防止法（昭和 43年法律第 97号）第 22条では、都道府県知事は、大気の汚染の状況

を常時監視しなければならないこと、及びその結果を環境大臣に報告しなければならないこと

を定めている。 

この規定を踏まえ、大気汚染の常時監視（以下「常時監視」という。）は、都道府県等におい

て継続的に大気汚染に係る測定を実施することにより、地域における大気汚染に関する緊急時

の措置や、大気環境や発生源の状況及び高濃度地域の把握、汚染防止対策の効果の把握等を行

うとともに、全国的な汚染動向、汚染に係る経年変化等を把握し、もって大気汚染防止対策の

基礎資料とすることを目的とする。 

常時監視によって得られた成果は、かつては緊急時対策や環境基準の適否判断の資料とする

ことに重点が置かれていたが、現在では、環境影響評価、広域的汚染のメカニズム解明、環境

基本計画等の策定のための基礎資料とするなど活用範囲が広がっている。 

常時監視の対象は、主として、窒素酸化物、浮遊粒子状物質その他の法に基づく規制がなさ

れている物質に対して大気汚染の状況を把握するため、環境基準が設定されている二酸化硫黄、

一酸化炭素、浮遊粒子状物質、光化学オキシダント、二酸化窒素について測定を実施する。 

また、浮遊粒子状物質及び光化学オキシダントについての大気汚染状況を適切に評価するた

め、その生成の原因となる非メタン炭化水素についても測定を実施する。 

さらに、上記に掲げる物質についての大気汚染状況を適切に評価するため、一酸化窒素並び

に風向及び風速等の気象要素についても測定を実施するよう努めるものとする。 

なお、法の有害大気汚染物質のうち、優先取組物質で既に測定方法の確立している物質につ

いても法に基づく常時監視の対象となっているが、測定方法が自動測定機によるものではない

ため、本マニュアルには記述していない。  

 

１．２ 測定局 

 

常時監視の対象となる物質等を測定するための大気汚染自動測定機が設置されている施設を

測定局という。 

測定局は、経年変化が把握できるよう、原則として同一地点で継続して監視を実施するもの

であり、その目的によって、一般環境大気測定局と自動車排出ガス測定局に区分される。 

一般環境大気測定局は、一定地域における大気汚染状況の継続的把握、発生源からの排出に

よる汚染への寄与及び高濃度地域の特定、汚染防止対策の効果の把握といった目的が効率的に

達せられるよう配置する。 
自動車排出ガス測定局は、自動車排出ガスに起因する大気汚染の状況を常時監視するため、

交差点、道路及び道路端付近に設置された測定局をいう。自動車排出ガス測定局は、自動車排

出ガスによる大気汚染状況が効率的に監視できるよう、道路、交通量等の状況を勘案して配置

する。 
測定局の数及び配置については、「大気汚染防止法第 22条の規定に基づく大気の汚染の常時
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監視に関する事務の処理基準について」（平成 13年５月 21日環境省環境管理局長通知、平成

17年６月 29日一部改正。以下「事務処理基準」という。）に基づき、都道府県が大気汚染防止

法上の政令市と協議の上、決定する。 
 
１．３ 大気汚染自動測定機とその維持管理 

 
二酸化硫黄などの物質は、測定局に設置された大気汚染自動測定機（以下「自動測定機」と

いう。）により測定され、１時間毎にデータが算出される仕組みになっている。自動測定機は、

日常の機器点検を始めとした維持管理を行うことにより、精度の高い継続した測定値が得られ

る。 
したがって、常時監視業務を適切に遂行するためには、自動測定機の測定原理や構造を理解

するとともに、日常点検や測定精度を確保するための校正等の技術を十分に習得した上で、適

正な保守点検を行い、測定精度の維持に努める必要がある。 
なお、自動測定機の維持管理については、上述のように専門的な知識と技術を必要とするた

め、一部の維持管理業務を、自動測定機に精通した専門業者に委託する地方自治体が多くなっ

ている。 
 
１．４ 大気汚染常時監視システム 
 
大気汚染常時監視システム（以下「常時監視システム」という。）は、測定局に設置された自

動測定機により測定されたデータをオンラインで中央監視局に伝送するシステムと、そのデー

タを収録・処理するシステムからなっている。 
こうしたシステムは、測定局の整備に合わせて昭和 40年代後半から増加し、現在では常時監

視を行っているほとんどの地方自治体に設置されている。 
常時監視システムは、大気汚染状況をリアルタイムで把握することにより、人の健康に影響

するような緊急事態に対して直ちに必要な対策を講じるということや、インターネットなどを

通じて大気汚染の現状を地域住民に周知するという役割を果たしている。また、測定機の稼動

状況を一括して即時に把握できることから、測定機の故障等に迅速に対処できる等の機能を持

たせている。近年は、近隣地方自治体のシステムや環境省大気汚染物質広域監視システム（愛

称：そらまめ君）と連携させることにより、広域的な汚染状況が短時間に把握でき、広域大気

汚染に的確な対応をする上で重要な役割を果たしている。 

常時監視システムは、休むことなく常に稼働させる必要があるため、システムの故障等によ

る機能停止がないように、システムの維持管理に万全を期さなければならない。 
 
１．５ 測定値の確定及び管理 
 
 常時監視には、質の高い測定値の確保とともに連続性のあることが必要である。このため、

自動測定機は所要の保守点検が行われている。しかし、こうした努力がなされているにもかか

わらず、自動測定機の故障や測定局周辺における一過性発生源、正常な測定を妨害する物質の

存在など、種々の原因によって異常値と判断される測定値がある。異常値と思われる測定値の
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取り扱いに当たっては、常時監視システムにより得られる属性情報の他、自動測定機の記録や

周辺の発生源の状況など、測定に付随する種々の情報を収集しておくことが有効である。 
 自動測定機によって得られた毎時間の測定結果は膨大な量に上るが、近年のＩＴ技術の発達

により、ハードディスクやその他の大容量記録媒体に保存されている。しかし、わずかな不注

意のために記憶情報を消失すること等があるので、情報の管理に対しては情報処理の各段階で

複数のバックアップを取るなど、十分な配慮が必要になる。 
 また、光化学大気汚染など広域的な測定値の解析や、複数の地方自治体にまたがる大規模開

発計画等の環境影響評価のためには、関係地方自治体間で測定データの情報交換が必要になる。   
しかし、地方自治体で測定された結果は、それぞれ独自の記録方式で保管されているため、広

域的な測定データが必要な利用者は、専門の会社に統一的なデータ様式への変換を依頼するな

どして対応しているのが実態であり、今後、フォーマットの標準化を進める必要がある。 
 
１．６ 今後の課題 
 
 常時監視は、自動測定機の維持管理や、測定データの確定作業などを通じて、その高い信頼

性を確保する必要がある。しかし、近年、団塊世代の大量退職による技術・経験の伝承や、測

定異常等への的確な措置への対応など、様々な課題が明らかになっている。 
また、測定結果についても、トレーサビリティの確保など今後のさらなる信頼性の向上や、

利用者の使いやすさを考慮したデータ提供等に関する課題が指摘されている。常時監視に要求

されるこれらの新たな課題の解決に向け、地方自治体相互の協力のあり方を含め、今後、さら

に検討を重ねていく必要がある。 
 その他、常時監視に関する新たな科学的知見についても継続的な収集に努め、適宜本マニュ

アルの改訂を検討する必要がある。 
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